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住宅あんしんニュースは、「新建新聞社」より情報提供を受け、編集しています。

謹
ん
で
新
春
の
お
慶
び
を
申
し
上
げ

ま
す
。

旧
年
中
は
格
別
の
ご
愛
顧
を
賜
り
ま

し
て
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

■
昨
年
の
振
返
り

ま
ず
は
昨
年
を
振
り
返
り
ま
す
。
昨

年
は
世
界
中
で
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
」
が
猛
威
を
振
る
い
ま
し
た
。
感
染

は
瞬
く
間
に
世
界
中
に
拡
大
し
、
３
月

に
は
Ｗ
Ｈ
Ｏ
が
「
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
」
を

宣
言
、
国
内
で
も
４
月
に
「
緊
急
事
態

宣
言
」
が
発
出
さ
れ
、
多
く
の
人
が
移

動
自
粛
を
余
儀
な
く
さ
れ
ま
し
た
。

■
住
宅
業
界
の
展
望

住
宅
業
界
で
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
影
響
で
、
設
備
・
建
材
の
納
期
遅

延
に
よ
る
着
工
の
遅
れ
や
新
規
契
約
の

抑
制
が
発
生
し
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で

「
新
し
い
生
活
様
式
」
に
よ
り
、
人
々
の

住
ま
い
に
対
す
る
意
識
に
変
化
が
起
き

ま
し
た
。
在
宅
時
間
が
増
え
た
こ
と
や

テ
レ
ワ
ー
ク
の
普
及
に
よ
っ
て
、
今
後

は
ワ
ー
ク
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
や
地
方
移

住
へ
の
関
心
が
さ
ら
に
高
ま
り
そ
う
で

す
。ま

た
、
今
年
４
月
に
は
省
エ
ネ
性
能

の
「
説
明
義
務
制
度
」
が
始
ま
り
ま
す
。

世
界
的
な
気
候
変
動
へ
の
取
組
み
や
サ

ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
暮
ら
し
へ
の
消
費
者

の
関
心
の
高
ま
り
も
後
押
し
と
な
り
、

「
脱
炭
素
」
の
流
れ
は
一
層
加
速
す
る
で

し
ょ
う
。

■
弊
社
の
取
組
み

危
機
や
不
安
が
多
い
こ
の
よ
う
な
状

況
下
で
は
「
信
用
」
や
「
信
頼
」
が
一

層
求
め
ら
れ
ま
す
。
言
い
換
え
れ
ば

「
あ
ん
し
ん
」
で
す
。

弊
社
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
は
ま
さ

に
こ
の
「
あ
ん
し
ん
」
で
あ
り
、
私
た

生涯にわたって住まいに、
既存住宅の流通に、
企業経営に、

「あんしん」できるサービスを提供 新春のごあいさつ
住宅あんしん保証社長　梅田一彦

ち
が
目
指
す
の
は
そ
の
提
供
者
と
し
て
、

皆
様
に
必
要
と
さ
れ
る
、
役
に
立
つ
存
在

と
な
る
こ
と
で
す
。

お
客
様
が
必
要
と
し
て
い
る
情
報
は
何

か
？　

お
客
様
が
感
じ
て
い
る
不
安
を
ど

う
し
た
ら
解
消
で
き
る
か
？　

す
べ
て
の
活

動
の
原
点
を
お
客
様
に
置
い
て
追
求
し
、

そ
れ
を
具
現
化
し
た
も
の
が
私
た
ち
の
提

供
す
る
保
険
や
検
査
等
の
サ
ー
ビ
ス
で
あ

る
と
考
え
ま
す
。

そ
こ
で
本
年
は
次
の
３
つ
を
重
点
施
策

と
し
て
掲
げ
、
取
り
組
ん
で
ま
い
る
所
存

で
す
。

1.
生
涯
に
わ
た
っ
て
住
ま
い
に
あ
ん
し
ん
を

少
子
高
齢
化
に
よ
る
人
口
減
少
等
に

伴
っ
て
、
住
宅
需
要
の
減
少
が
見
込
ま
れ

る
一
方
、
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の
拡
大
に
期

待
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
異

業
種
か
ら
の
参
入
も
相
次
ぎ
、
厳
し
い
競

争
が
続
き
ま
す
。
そ
こ
で
、
継
続
的
に
工

事
を
受
注
し
て
い
く
た
め
に
は
、
生
涯
に

わ
た
り
快
適
な
住
ま
い
を
守
る
し
く
み
を

整
え
、
接
点
を
維
持
し
、
Ｏ
Ｂ
顧
客
に
よ

る
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
受
注
を
喚
起
す
る
よ

う
な
「
生
涯
顧
客
化
」
の
取
組
み
が
欠
か

せ
ま
せ
ん
。

弊
社
で
は
、
長
期
保
証
と
ア
フ
タ
ー
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ン
グ
し
た

「
あ
ん
し
ん
」
の
仕
組
み
を
提
供
し
て
い
ま

す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
住
宅
事
業
者
の
皆
様
が

目
指
す
「
生
涯
顧
客
化
」
の
実
現
の
た
め
、

営
業
活
動
ま
で
イ
メ
ー
ジ
し
た
サ
ポ
ー
ト

を
い
た
し
ま
す
。

2.
既
存
住
宅
の
流
通
に
あ
ん
し
ん
を

「
新
住
生
活
基
本
計
画
」
で
は
、
２
０

２
５
年
に
中
古
住
宅
流
通
市
場
規
模
を
8

兆
円
に
す
る
目
標
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
は
こ
の
目
標
を
達
成
す
る

た
め
新
た
な
住
宅
循
環
シ
ス
テ
ム
を
構
築

し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
し
て
、「
イ
ン
ス

ペ
ク
シ
ョ
ン
、
住
宅
瑕
疵
保
険
等
を
活

用
し
た
品
質
確
保
」
等
を
施
策
と
し
て

掲
げ
て
い
ま
す
。

弊
社
は
保
険
法
人
と
し
て
既
存
住
宅

向
け
瑕
疵
保
険
の
普
及
に
努
め
る
と
と

も
に
、
建
物
状
況
調
査
の
提
供
を
通
じ

て
取
引
の
「
あ
ん
し
ん
」
に
貢
献
し
て

ま
い
り
ま
す
。

3.
企
業
経
営
に
あ
ん
し
ん
を

企
業
経
営
は
常
に
リ
ス
ク
と
隣
り
合

わ
せ
で
す
。
工
事
中
の
各
種
事
故
は
も

ち
ろ
ん
の
こ
と
、
激
甚
化
す
る
自
然
災

害
の
影
響
も
避
け
て
は
通
れ
ま
せ
ん
。

さ
ら
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
と
し
て
の
テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
で

機
密
情
報
や
個
人
情
報
の
漏
洩
リ
ス
ク

等
、
新
た
な
リ
ス
ク
も
出
現
し
ま
し
た
。

リ
ク
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
し
て
の
保
険

の
重
要
性
は
増
し
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

弊
社
で
は
、
建
築
中
の
物
件
の
罹
災
、

引
渡
し
後
の
賠
償
事
故
は
も
ち
ろ
ん
、

労
務
管
理
上
の
ト
ラ
ブ
ル
や
前
述
の
よ

う
な
個
人
情
報
漏
洩
等
、
様
々
な
リ
ス

ク
に
幅
広
く
対
応
で
き
る
「
あ
ん
し
ん
・

と
く
と
く
倶
楽
部　

工
事
保
険
」
を
ご

用
意
し
て
い
ま
す
。

万
が
一
の
場
合
で
も
、
住
宅
事
業
者

の
皆
様
が
円
滑
に
事
業
を
継
続
で
き
る

よ
う
な
「
あ
ん
し
ん
」
の
プ
ラ
ン
を
ご

提
案
し
て
ま
い
り
ま
す
。

困
難
な
時
に
こ
そ
、
皆
様
に
「
あ
ん

し
ん
」
を
お
届
け
で
き
る
よ
う
全
社
一

丸
と
な
っ
て
取
組
む
所
存
で
ご
ざ
い
ま

す
の
で
、
引
続
き
ご
愛
顧
賜
り
ま
す
よ

う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

末
筆
に
な
り
ま
し
た
が
、
こ
の
よ
う

な
状
況
が
１
日
も
早
く
終
息
し
ま
す
こ

と
、
貴
社
の
皆
様
の
ご
健
康
と
益
々
の

ご
繁
栄
を
心
よ
り
祈
念
し
、
新
年
の
ご

挨
拶
に
代
え
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
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「
高
齢
者
向
け
返
済
特

例
リ
フ
ォ
ー
ム
融
資
」

と
は
、
満
60
歳
以
上
の
高

齢
者
を
対
象
と
し
た
リ

フ
ォ
ー
ム
専
用
の
融
資
制

度
の
こ
と
。
実
施
機
関
は

住
宅
金
融
支
援
機
構
、
保

証
機
関
は
高
齢
者
住
宅
財

団
だ
。

■
仕
組
み
と
メ
リ
ッ
ト

耐
震
工
事
ま
た
は
バ

リ
ア
フ
リ
ー
工
事
を
含

む
リ
フ
ォ
ー
ム
を
す
る
場

合
に
、
自
宅
等
を
担
保

に
し
て
、
保
証
人
な
し
で

最
高
１
５
０
０
万
円
の

リ
フ
ォ
ー
ム
資
金
を
借
り

る
こ
と
が
で
き
る
。
元
金

は
、
申
込
本
人
お
よ
び
配

偶
者
︵
連
帯
債
務
者
の
場

合
︶
の
両
名
が
共
に
死
亡

し
た
と
き
に
、
相
続
人
が

一
括
返
済
す
る
、
ま
た
は

建
物
・
土
地
の
処
分
等
に

よ
っ
て
返
済
す
る
。

月
々
の
返
済
額
は
金
利

分
だ
け
で
い
い
︵
※
２
０

２
０
年
12
月
時
点
で
借
入

額
５
０
０
万
円
の
場
合
、

耐
震
改
修
工
事
で
３
４
５

８
円
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
工

事
で
４
２
９
１
円
︶。
通

常
の
ロ
ー
ン
に
比
べ
る
と
、

毎
月
の
負
担
が
大
幅
に
軽

い
た
め
、
高
齢
者
に
と
っ

て
は
生
活
資
金
を
切
り
崩

さ
ず
に
リ
フ
ォ
ー
ム
資
金

を
獲
得
で
き
る
メ
リ
ッ
ト

が
あ
る
。

申
込
み
に
は
認
定
資
格

者
︵
リ
フ
ォ
ー
ム
カ
ウ
ン

セ
ラ
ー
︶、
高
齢
者
住
宅

財
団
、
住
宅
金
融
支
援
機

構
の
い
ず
れ
か
に
よ
る
カ

ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
る

必
要
が
あ
る
。
こ
の
カ
ウ

ン
セ
リ
ン
グ
に
は
、
申
込

者
・
相
続
人
双
方
に
融
資

制
度
の
趣
旨
と
内
容
を
理

解
し
て
も
ら
う
ね
ら
い
も

あ
る
。

■
70
代
Ｓ
さ
ん
の
場
合

こ
の
融
資
制
度
を
利
用

し
た
70
代
の
Ｓ
さ
ん
夫
婦

の
事
例
を
紹
介
す
る
。

Ｓ
さ
ん
は
ま
ず
、
屋
根

の
軽
量
化
を
含
む
耐
震
改

修
工
事
お
よ
び
室
内
改
修

工
事
を
計
画
。
予
算
は
４

０
０
万
円
だ
っ
た
。

計
画
の
途
中
で
事
業
者

か
ら
太
陽
光
発
電
設
備
の

搭
載
を
す
す
め
ら
れ
る
も
、

「
自
己
資
金
を
４
０
０
万

円
以
上
出
し
た
く
な
い
」

と
考
え
て
い
た
た
め
、
当

初
は
断
念
。
し
か
し
、
70

代
で
も
利
用
で
き
る
「
高

齢
者
向
け
返
済
特
例
リ

フ
ォ
ー
ム
融
資
」
が
あ
る

こ
と
を
知
り
、
リ
フ
ォ
ー

ム
の
規
模
・
範
囲
を
拡
大

す
る
こ
と
に
し
た
。

そ
こ
で
、
同
制
度
で
４

６
０
万
円
を
借
入
れ
、
太

陽
光
発
電
、
オ
ー
ル
電

化
、
二
重
サ
ッ
シ
、
バ
リ

ア
フ
リ
ー
な
ど
、
希
望
す

る
工
事
を
す
べ
て
行
う
こ

と
と
し
、
結
果
的
に
総
額

８
６
０
万
円
の
大
規
模
リ

フ
ォ
ー
ム
を
実
施
し
た
。

毎
月
の
返
済
額
︵
金

利
の
み
︶
は
７
８
０
０
円

︵
２
０
１
２
年
当
時　

※
２

０
２
０
年
９
月
時
点
で
借

入
額
４
６
０
万
円
の
場
合
、

耐
震
改
修
工
事
で
３
４
８

８
円
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
工

事
で
４
２
５
５
円
︶。
し
か

も
、
太
陽
光
発
電
に
よ
る

売
電
収
入
が
月
１
万
５
０

０
０
円
あ
っ
た
た
め
、
当

初
10
年
間
は
リ
フ
ォ
ー
ム

融
資
の
返
済
額
を
売
電
で

ま
か
な
う
こ
と
が
で
き
た
。

ま
た
、
耐
震
改
修
補
助

金
、
太
陽
光
発
電
設
備
補

助
金
、
住
宅
エ
コ
ポ
イ
ン

ト
、
耐
震
改
修
工
事
に
よ

る
所
得
税
控
除
・
固
定
資

産
税
控
除
︵
住
宅
の
み
︶

等
の
補
助
が
総
額
約
１

２
５
万
円
受
け
ら
れ
た
た

め
、
実
質
的
な
工
事
費
用

は
７
４
０
万
円
。
こ
の
う

ち
、
屋
根
の
軽
量
化
を
含

む
耐
震
改
修
工
事
に
約
３

６
０
万
円
か
か
っ
た
が
、

耐
震
関
連
減
税
＋
補
助
金

が
約
１
０
０
万
円
あ
り
、

実
質
２
６
０
万
円
の
負
担

で
済
ん
だ
と
い
う
。

■
受
注
獲
得
に
活
用

Ｓ
さ
ん
の
事
例
の
よ
う

に
、
返
済
不
安
か
ら
手
持

ち
資
金
だ
け
で
リ
フ
ォ
ー

ム
を
計
画
す
る
人
は
多

い
。
だ
が
、
限
ら
れ
た
予

算
で
行
う
リ
フ
ォ
ー
ム
は

結
果
的
に
不
満
が
残
り
や

す
く
、
満
足
度
の
低
下
を

引
き
起
こ
す
。

人
生
１
０
０
年
時
代
の

い
ま
、
70
代
で
も
あ
と
30

年
近
く
は
い
ま
の
家
で
暮

ら
す
。
そ
う
し
た
世
帯
に

向
け
て
同
制
度
を
提
案

す
る
こ
と
で
、
躊
躇
し
て

い
た
大
規
模
リ
フ
ォ
ー
ム

へ
と
背
中
を
押
し
て
あ
げ

る
こ
と
が
で
き
る
。
施
主

は
安
全
・
快
適
・
健
康
な

住
ま
い
を
、
事
業
者
は
リ

フ
ォ
ー
ム
受
注
を
獲
得
で

き
れ
ば
、
お
互
い
に
大
き
な

メ
リ
ッ
ト
に
な
る
は
ず
だ
。

資金使途 自分が居住するための住宅をリフォームするための資金
（限度額内で融資額に保証料を含むことができる）

対象工事

耐震改修工事またはバリアフリー工事を含むリフォーム工事
以下の (1)または (2)のいずれかの工事を含むことが条件。
(1)バリアフリー工事：①～③のいずれか

①床の段差解消　
②廊下幅および居室の出入口幅の確保
③浴室および階段の手すり設置

(2)耐震改修工事：①または②のいずれか
①建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成7年法律第123号）に定

める計画の認定を受けた改修計画に従って行う工事
②住宅金融支援機構の定める耐震性に関する基準に適合させる工事

対象となる住宅 申込本人、配偶者、本人または配偶者の親族が所有する住宅

融資限度額 1,500万円（住宅部分のリフォーム費用の100％かつ高齢者住宅財団
が定める保証限度額まで）

返済期間 亡くなるまで（連帯債務者を含む）

返済方法
毎月の支払いは利息のみ。元金は申込本人（連帯債務者を含む）が
亡くなったときに相続人が一括で返済。返済の途中で繰上返済するこ
とも可能。（手数料不要）

年齢要件
借入申込時に満60歳以上の方（年齢の上限はなし）
※借入申込時に満60歳以上の同居する親族を連帯債務者とすることができる。申込
本人が先に死亡した場合でも連帯債務者が月々の返済を継続することで、元金を
一括返済せずに住み続けることができる。

抵当権
融資の対象となる土地・建物に住宅金融支援機構を抵当権者とする
第 1順位の抵当権を設定する。
※抵当権の設定費用（司法書士報酬等）は、お客さま負担。

保証

高齢者住宅財団が連帯保証人になる。
※残債務全額の返済ができない場合は、相続人に代わって連帯保証人が残債務全額
を一括して住宅金融支援機構に返済。この場合、相続人は、連帯保証人からの請求
に基づき、連帯保証人が住宅金融支援機構に支払った金額および損害金を連帯保
証人に返済。

物件検査
適合証明検査機関または登録建築士（適合証明技術者）の物件検査

（適合証明）が必要。
※物件検査の手数料は、検査機関ごとに異なり、お客さま負担。

「高齢者向け返済特例 リフォーム融資」の主な融資条件等

満60歳以上限定。毎月の支払いは利息のみ

「高齢者向け返済特例 リフォーム融資」で受注拡大を

一般財団法人 高齢者住宅財団　〒101-0054　東京都千代田区神田錦町1-21-1　TEL.03-6880-2781
高齢者住宅財団 リフォーム融資の債務保証　http://www.koujuuzai.or.jp/service/renovation_loan/

株式会社 住宅あんしん保証
※ご融資の場合の実質金利15.0％以下です。　※金利は毎月見直され、融資実行時の金利が適用されます。 

〒104-0031 東京都中央区京橋1-6-1 三井住友海上テプコビル6F　TEL 03-3562-8124  FAX 03-3562-8031

住宅あんしん保証が「地域工務店・ビルダー様の専用住宅ローン」をご紹介します。

【フラット35】【フラット35】【フラット35】長期固定金利
住 宅 ロ ー ン

住宅あんしん保証がご紹介する【フラット35】は、住宅金融支援機構が
提供する長期固定金利型の住宅ローンです。

返済中の金利・
返済額の変更無し1 保証料0円・

繰上返済手数料0円2 独自の基準で、
住宅の質を確保3

事前審査で
予算確定4 「フラット35」Sで

金利引下げ5 つなぎ融資（土地代金・
建物中間金）も充実6

【
フ
ラ
ッ
ト
35
】６
つ
の
メ
リ
ッ
ト

1月
融資金利

お
借
入
期
間

20年以下　

21年以上　 

1.20％
1.29％

0.95％
1.04％

最長
35年

【フラット35】 【フラット35】S利用時
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今年も追求、
「お客様の課題解決に
資する商品を」
「あんしんをお届けできる
商品を」

『“丁寧”なお客様対応』、
『“迅速”かつ“適時・適切な”
保険金支払』をモットーに
事業者様をしっかりサポート

『信頼』を映し出す
検査部門を目指して
新たなスタートの年に

お客様の声に耳を傾け、
時代に適したサービスの
提供を目指して

省エネ説明義務制度への
対応は待ったなし
評価基準を基にした住宅の
高性能化は更なる普及へ

謹んで新春のお慶びを申し上げます。
損害サービス部では、本年も、取次店・事
業者の皆様と一緒に、事故防止に向けた取組
みを推進していくとともに、①常にお客様視点
にたった『“丁寧な”お客様対応』、②『“迅速”
かつ“適時・適切な”保険金支払』をモットー
に、これまで蓄積してきたノウハウを結集し、
事故対応サービスのさらなる品質向上に努めて
まいります。
本年もより一層のご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

明けましておめでとうございます。
事業推進部では、瑕疵保険全種目の関連業
務を中心に非常に幅広い業務を行っております。
具体的な取組みの１つとして、昨年は保険付保
証明書のダウンロード機能のサービスを開始し
ました。コロナ禍においては欠かせないデジタ
ル化も含めて、引続き時代と環境に適した質の
高い信頼性のあるサービスをお客様に提供でき
るように部員全体で取り組んでまいります。
本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
さて、いよいよ今年の4月から300㎡未満の
建築物に対する、建築士からの省エネ性能説明
制度が開始されます。
当初は省エネ基準そのものの適用義務が想定

されていたものの最終的には説明義務に留まり
ました。しかしながら、むしろ一般の消費者に
省エネ性能を説明するという基準の充足よりも
難しい課題を背負ったとも言えます。このよう
な事業者様の悩みに対して当部門として最大限
のサポートができるよう取り組んでまいりたい
と存じます。
本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

明けましておめでとうございます。
コロナ禍において、住宅取得者・所有者の住

まいに関する意向や住宅事業者の皆様の事業環
境も大きく変化しているものと思われます。この
ような中において、あんしん住宅瑕疵保険等の
弊社の商品をご活用いただくことで、お客様に
「あんしん」をいかにお届けできるか。私たちは、
これを中心に据えて、皆様にご活用いただける
商品の充実・改善等に取組んでまいります。
本年もご愛顧を賜りますようお願い申し上げ

ます。

　技術管理部
　性能評価部

　事業推進部
　損害サービス部

　商品開発部

謹賀新年
旧年中は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます

日頃、直接お目にかかる機会は少ない部署ではございますが営業担当者と力を合わせ、これまで以上に皆様のお役に立てるよう
「ALL 住あん」で取り組んでまいりますので、本年もどうぞよろしくお願い申し上げます

明けましておめでとうございます。
確かな技術力は、安心・安全を求めるお客様

にとって最後の拠りどころ。しかし、建築技術
の世界は奥深く、外観からその力を判別するの
は難しいものです。
検査には、建設関連事業者の技術力を映し出

す鏡であるとともに、その力をお客様にわかり易
く伝える伝達者の機能が期待されています。し
かしそれも検査に信頼性があってこそ。
コロナ禍により世の中は大きく変化しました
が、どのような環境下でも揺るがない“信頼さ
れる検査”を目指して、精進して参りますので、
ご指導ご鞭撻のほど宜しくお願い致します。

『住宅産業大予測2021』

《おもなコンテンツ》
●コロナショックをコロナチャンスに
●見込み客・契約客調査
● 2021 年はどうなる？  50 の変化を読み解く

法制度の変化、社会・経済の変化、住宅業界の変化
●小説で学ぶ工務店経営
●経営＆集客の教科書
発行：2020 年 12 月 20 日 定価：1,980 円（税込）
問：新建新聞社　TEL：0120-47-4341

全国書店・Amazon で購入可能

アフターコロナを見据え、
住宅市場の何が変わり・
変わらないのか、地方と
工務店の時代とするには
何を変え・残すべきなの
か、市場や生活者に何
をどうアプローチすべき
かを分析＋予測＋解説＋
提言する。

2020

届出・登録事業者向け

社員・下請・下職の傷害（労災）事故を補償オプション

［工事保険引受保険会社］
三井住友海上火災保険㈱〈幹事〉
東京海上日動火災保険㈱・損害保険ジャパン㈱

工事保険 代理店・扱者

〒104-0031 東京都中央区京橋1-6-1
三井住友海上テプコビル6階
TEL.03-3562-8123  FAX.03-3562-7717

承認番号：B19-102543　使用期限：2021年3月30日

あんしん・とくとく倶楽部
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（　　 ）

代理店・扱者　株式会社 住宅あんしん保証　あんとく・損害保険課

火災保険が

火災保険料が
割引になります。

割引の適用条件
（①および②に該当する場合、この割引を適用します）

①住宅あんしん保証の各種瑕疵保険に加入している住宅建物
②保険期間が6年以上
（GKすまいの保険※）

・地震保険料に対しては、この割引が適用されません。
・お客さまがご了承のもと、住宅あんしん保証が瑕疵保険販売時に取り扱う｢お客さまのお名前・ご住
所・火災保険へご加入を希望されている物件情報等｣を損害保険代理店部門と連携することで、所定の
火災保険料に対して｢住宅購入者割引(業務提携に基づく電子データ連携方式)｣を適用いたします。

※引受保険会社：三井住友海上火災保険㈱

ご相談・お申込先 〒104-0031　東京都中央区京橋1-6-1 6階
TEL:03-3562-8123　FAX:03-3562-7717

住宅購入者割引住宅購入者割引
でお得！住宅あんしん保証の瑕疵保険に加入している

物件であれば

担当：奥田・北﨑・西村・大築・平岡・河西

国
土
交
通
省
は
、
一
定

の
省
エ
ネ
性
能
を
満
た
す

住
宅
の
新
築
・
購
入
や

リ
フ
ォ
ー
ム
に
対
し
て
ポ

イ
ン
ト
を
付
与
す
る
「
グ

リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト
制

度
」
を
創
設
し
た
。

１
ポ
イ
ン
ト
１
円
相
当

で
、
対
象
住
宅
と
発
行
ポ

イ
ン
ト
は
［
表
］
の
通
り
。

ポ
イ
ン
ト
は
、
新
た
な

日
常
や
環
境
、
安
全
・
安

心
、
健
康
長
寿
・
高
齢
者

対
応
、
子
育
て
支
援
、
働

き
方
改
革
、
地
域
振
興
に

資
す
る
商
品
の
ほ
か
、
テ

レ
ワ
ー
ク
用
ス
ペ
ー
ス
の

設
置
や
感
染
症
予
防
、
防

災
に
資
す
る
追
加
工
事
と

交
換
で
き
る
。

対
象
は
２
０
２
０
年
12

月
15
日
か
ら
２
０
２
１
年

10
月
末
ま
で
に
新
築
・
リ

フ
ォ
ー
ム
の
契
約
、
ま
た

は
既
存
住
宅
を
購
入
し
た

人
が
対
象
。
ポ
イ
ン
ト
発

行
申
請
は
、
原
則
と
し
て

発
注
者
や
購
入
者
等
が
行

う
が
、
建
築
工
事
の
請
負

事
業
者
や
分
譲
事
業
者
等

が
代
理
で
行
う
こ
と
も
で

き
る
。

ま
た
、
申
請
の
タ
イ
ミ
ン

グ
は
、
原
則
と
し
て
工
事
完

了
後
だ
が
、
新
築
の
注
文

住
宅
や
分
譲
住
宅
、
１
０

０
０
万
円
以
上
の
リ
フ
ォ
ー

ム
等
は
、
工
事
完
了
前
で

も
必
要
な
書
類
が
整
い
次

第
、
発
行
申
請
が
可
能
。

申
請
の
開
始
時
期
は
２
月

頃
公
表
予
定
と
す
る
。

２
０
２
０
年
12
月
21
日

閣
議
決
定
さ
れ
た
２
０
２

１
年
度
税
制
改
正
の
大
綱

に
お
い
て
、
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
の
延
長
等
が
盛
り
込

ま
れ
た
。

●
13
年
控
除
を
延
長

消
費
増
税
に
と
も
な
う

駆
け
込
み
・
反
動
減
対
策

と
し
て
設
け
ら
れ
た
「
住

宅
ロ
ー
ン
の
控
除
期
間
を

13
年
間
に
延
長
す
る
」
特

例
措
置
を
延
長
・
拡
充
す

る
。入

居
期
限
を
２
年
間
延

長
。
新
築
の
場
合
は
２
０

２
０
年
10
月
〜
21
年
9
月

末
、
そ
れ
以
外
の
建
売
・

既
存
・
増
改
築
等
の
場
合

は
２
０
２
０
年
12
月
〜
21

年
11
月
末
ま
で
に
契
約

し
、
２
０
２
２
年
末
ま
で

の
入
居
が
対
象
と
な
る
。

●
床
面
積
要
件
を
緩
和

ま
た
経
済
対
策
と
し

て
、
床
面
積
の
要
件
も
緩

和
す
る
。
現
行
の
減
税
対

象
は
床
面
積
「
50
㎡
以

上
」
の
新
築
住
宅
だ
が
、

「
40
㎡
以
上
」
に
変
更
。

た
だ
し
「
40
〜
50
㎡
」
の

住
宅
の
場
合
、
合
計
所
得

を
１
０
０
０
万
円
以
下
と

す
る
特
例
措
置
を
設
け

た
。な

お
、
控
除
率
は
、
住

宅
ロ
ー
ン
年
末
残
高
の

１
％
と
し
て
い
る
が
、
実

態
や
会
計
検
査
院
の
指
摘

等
を
踏
ま
え
て
、
２
０
２

２
年
度
の
税
制
改
正
に
お

い
て
見
直
す
と
し
て
い
る
。

●
贈
与
税
優
遇
も
延
長

住
宅
取
得
資
金
等
に

か
か
る
贈
与
税
非
課
税
の

特
例
措
置
に
つ
い
て
も
２

０
２
１
年
末
ま
で
延
長
す

る
。
非
課
税
限
度
額
は
１

５
０
０
万
円
。

●
登
録
免
許
税
や

　

不
動
産
取
得
税
も

こ
の
ほ
か
、
土
地
の
所

有
権
移
転
登
記
等
に
か
か

る
登
録
免
許
税
の
特
例
措

置
を
２
年
間
、
土
地
等
に

か
か
る
不
動
産
取
得
税
の

特
例
措
置
を
３
年
間
延
長

す
る
。

ま
た
、
買
取
再
販
事
業

者
が
、
既
存
住
宅
を
取
得

し
て
一
定
の
リ
フ
ォ
ー
ム

を
行
な
っ
た
場
合
の
不
動

産
取
得
税
に
関
す
る
特
例

措
置
に
つ
い
て
も
２
年
間

延
長
す
る
。

21年度税制改正の大綱

住宅ローン減税
２年延長

グリーン住宅ポイント制度を創設
対象住宅

発行ポイント
基本の場合

・東京圏から移住※１するための住宅 ・三世代同居仕様である住宅※３

・多子世帯※２が取得する住宅 ・災害リスクが高い区域※４から移住するための住宅 

対象住宅 発行ポイント
①空き家バンク登録住宅
②東京圏から移住※１するための住宅
③災害リスクが高い区域※４から移住するための住宅
④住宅の除却に伴い購入する既存住宅

対象住宅 発行ポイント

対象工事等 発行ポイント数

断熱改修

窓・ドア
ガラス
内外窓
ドア
外壁
屋根・天井
床

耐震改修
手すり
段差解消
廊下幅等拡張
ホームエレベーター設置
衝撃緩和畳の設置

※１）東京圏から移住：一定期間、東京23区内に在住又は東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）（条件不利地域を除く）に在住し東京23区内へ通勤している者が行う東京圏（条件不利地域を除く）以外への移住
※２）多子世帯：18歳未満の子３人以上を有する世帯 　※３）三世代同居仕様である住宅：調理室、浴室、便所又は玄関のうちいずれか２つ以上が複数箇所ある住宅
※４）災害リスクが高い区域：土砂法に基づく土砂災害特別警戒区域又は建築基準法に基づく災害危険区域（建築物の建築の禁止が定められた区域内に限る）
※５）若者世帯：40歳未満の世帯、 ※６）子育て世帯：18歳未満の子を有する世帯

40万Pt／戸

30万Pt／戸

①高い省エネ性能等を有する住宅
（認定長期優良住宅、認定低炭素建築物、性能向上
計画認定住宅、ZEH）

②省エネ基準に適合する住宅
（断熱等級４かつ一次エネ等級４以上を満たす住宅）

100万Pt／戸

60万Pt／戸

住宅の新築（持家）

特例の場合＊

既存住宅の購入（持家）

30万Pt／戸

15万Pt／戸

・高い省エネ性能を有する（賃貸住宅のトップランナー基準に
適合）全ての住戸の床面積が４０㎡以上の賃貸住宅 10万Pt／戸

住宅のリフォーム（持家・賃貸）
発行ポイント数 ： １戸あたり上限30万Pt
【上限特例①】  若者・子育て世帯※５※６がリフォームを行う場合、上限を45万Ptに引上げ
 （既存住宅の購入を伴う場合は、上限60万Ptに引上げ）
【上限特例②】  若者・子育て世帯以外の世帯で、安心Ｒ住宅を購入しリフォームを行う場合、
 上限を45万Ptに引上げ

太陽熱利用システム、高断熱浴槽、高効率給湯器
節水型トイレ
節湯水栓

外壁、屋根・
天井又は床

エコ住宅
設備

バリアフリー
改修

リフォーム瑕疵保険等への加入
※既存住宅を購入しリフォームを行う場合、各リフォームのポイントを２倍カウント
※上記算定特例を除いた発行ポイント数が５万Pt未満のものはポイントの発行対象外

い
ず
れ
か
必
須

任
意

0.2～0.7万Pt／枚
1.3～2万Pt／箇所
2.4, 2.8万Pt／箇所
5, 10万Pt／戸
1.6, 3.2万Pt／戸
3, 6万Pt／戸
2.4万Pt／戸
1.6万Pt／戸
0.4万Pt／戸
15万Pt／戸
0.5万Pt／戸
0.6万Pt／戸
2.8万Pt／戸
15万Pt／戸
1.7万Pt／戸
0.7万Pt／契約

住宅の新築（賃貸）

＊特例の場合
（右記のいずれかに該当）

（住宅の除却を伴う場合は
45万Pt／戸）

記載の内容は
2020年12月15日時点の
内容に基づく。


